


種溝財政軍営 構造改革に閏する基本方針2¢04
構造改革の進展、民間需要主導の景気回復

★郵政民営化（善本方針取りまとめと法案提出）

★政府の仕事を民間に移管（市場化テストの導入）

★医療、棺祉・保育、教育等の分野で大胆な規制改革案

★三位一体の改革

（補助金改革、3兆円規模を目指した税源移訝、

交付税改革）

★「道州制特区」の推進

デフレからの脱却を確実なも
のとしつつ、新たな成長基盤
の意点強化を国lる

★国民に理解される予算への改革

（成果目標の明示と事後評価の徹底）

★特別会計の改革案の策定

★行政改革の徹底

（独立行政法人の改革、官民の人事交流等）

★包括的かつ抜本的な税制改革

★社会保障制度の総合的改革

（年金、医療、介護、生活保護等）

★少子化対策の充実

（保育施設の槻争促進等）

★健康・介護予防の推進

★治安・安全の確保

（大規模災害・テロ対策、情報セキュリ

ティ、食の安全等）

経済活性化lこ向けた

重点施策

★7つの戦略産等分野の重点的育成
（人材育成、研究開発等）

★アジア魯国辱との経済連携交渉の推進

（看護等の分野での外国人労働者の受入れ等）

★汀戦略の重点化、加速化

（医療の汀化、電子政府の推進等）



（り当面の経済財政運営一構造改革の加速・輝夫
★16年度は、集中調整期間の仕上げ

・改革の成果を地域や中小企業に浸透

・日本銀行と一体となった早期のデフレ克服

・金融、規制、歳出、税制の4分野の構造改革の取組を加速・拡大

（2）中期的な経済財政運営

★17～18年度を「重点強化期間」と位置付け

・デフレからの脱却を確実なものに

・人口減少や国際環境の変化など新たな条件の下での成長基盤の重点強化

★18年度までの政府の大きさ（一般政府の支出規模のGDP比）を

14年度の水準を上回らない程度に

★19年度以降も、それ以前と同程度の財政収支改善努力などにより、

2010年代初頭の国と地方合わせた基礎的財政収支の黒字化を目指す

（り歳出改革拝線の堅持

★歳出改革路線を堅持、国債発行額を極力抑制

★特別会計や地方を含め、政府の大きさ（一般政府の支出規模のGDP比）

を極力抑制

（2）予算配分の重点化・効率化

【重点化】

★重点4分野の考え方に沿い施策を集中

★新規施策の計上に当たり、既存施策の廃止・縮減（予算見合いの原則）

【抑制】

★民間活力の活用による効率化、物価動向やサービスの簡素化・効率化に応じた

単価の見直しとコストの縮減（義務的な経費であっても、経費を大胆に節減）

★公務員の総人件費の抑制
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